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代　　表　　者　役職名  代表取締役社長 氏名　上田　祐司　
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決算取締役会開催日 平成17年7月11日 中間配当制度の有無 有

配当支払開始予定日 　　　　－　 定時株主総会開催日 平成17年8月29日

単元株制度採用の有無 無

１．平成17年5月期の業績（平成16年6月1日～平成17年5月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年5月期 1,394 38.6 128 274.1 117 252.7

16年5月期 1,006 38.7 34 △42.4 33 △45.2

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年5月期 91 120.5 8,266 64 － － 15.2 13.8 8.5

16年5月期 41 △21.1 4,509 20 － － 7.9 5.0 3.3

（注）①期中平均株式数 17年5月期 11,094株 16年5月期 9,225株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年5月期 0 00 0 00 0 00 － － －

16年5月期 0 00 0 00 0 00 － － －

 

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年5月期 938 662 70.6 59,148 16

16年5月期 769 546 71.0 59,211 55

（注）①期末発行済株式数 17年5月期 11,209株 16年5月期 9,225株

②期末自己株式数 17年5月期 －株 16年5月期 －株

２．平成18年5月期の業績予想（平成17年6月1日～平成18年5月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 937 55 40 0 00 　― 　―

通　期 2,000 165 150 　― 0 00 0 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　11,355円89銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成16年５月31日）
当事業年度

（平成17年５月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１．現金及び預金   311,320   446,345   

２．受取手形   －   26,200   

３．売掛金   255,170   118,728   

４．仕掛品   －   327   

５．貯蔵品   18,911   －   

６．前渡金 ※２  29,598   207   

７．前払費用   7,191   7,347   

８．繰延税金資産   4,069   8,356   

９．その他   4,208   7,010   

貸倒引当金   △13,509   △4,740   

流動資産合計   616,961 80.2  609,782 64.9 △7,178

Ⅱ　固定資産         

(1）有形固定資産         

１．建物  1,170   10,496    

減価償却累計額  225 944  499 9,997   

２．工具器具及び備品  59,049   94,405    

減価償却累計額  28,572 30,476  45,674 48,730   

有形固定資産合計   31,421 4.1  58,727 6.3 27,306

(2）無形固定資産         

１．ソフトウェア   43,284   152,841   

２．営業権   －   30,400   

無形固定資産合計   43,284 5.6  183,241 19.5 139,957
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前事業年度

（平成16年５月31日）
当事業年度

（平成17年５月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

(3）投資その他の資産         

１．関係会社株式   20,000   20,000   

２．長期貸付金   2,758   619   

３．長期前払費用   2,636   35,676   

４．繰延税金資産   32,552   －   

５．保証金   20,207   30,957   

貸倒引当金   △137   △18   

投資その他の資産合計   78,016 10.1  87,235 9.3 9,219

固定資産合計   152,722 19.8  329,204 35.1 176,482

資産合計   769,683 100.0  938,986 100.0 169,303

         

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１．買掛金   36,611   37,540   

２．短期借入金   50,000   －   

３．一年内返済予定の長期
借入金

  33,360   33,324   

４．一年以内償還予定の社
債

  －   30,000   

５．未払金   16,288   10,453   

６．未払費用   21,817   32,364   

７．未払法人税等   530   3,639   

８．未払消費税等   5,831   9,694   

９．前受金   1,066   332   

10．預り金   1,789   1,998   

11．その他   642   526   

流動負債合計   167,936 21.8  159,873 17.0 △8,063

Ⅱ　固定負債         

１．長期借入金   55,520   61,122   

２．社債   －   55,000   

固定負債合計   55,520 7.2  116,122 12.4 60,602

負債合計   223,456 29.0  275,995 29.4 52,538
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前事業年度

（平成16年５月31日）
当事業年度

（平成17年５月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資本の部）         

Ⅰ　資本金 ※１  499,975 65.0  512,375 54.6 12,400

Ⅱ　資本剰余金         

１．資本準備金  4,654   17,302    

資本剰余金合計   4,654 0.6  17,302 1.8 12,648

Ⅲ　利益剰余金         

１．当期未処分利益  41,597   133,314    

利益剰余金合計   41,597 5.4  133,314 14.2 91,717

資本合計   546,226 71.0  662,991 70.6 116,765

負債・資本合計   769,683 100.0  938,986 100.0 169,303
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高   1,006,181 100.0  1,394,638 100.0 388,456

Ⅱ　売上原価   557,504 55.4  841,116 60.3 283,611

売上総利益   448,676 44.6  553,521 39.7 104,844

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  414,339 41.2  425,061 30.5 10,722

営業利益   34,337 3.4  128,460 9.2 94,122

Ⅳ　営業外収益         

１．受取利息  108   175    

２．出向者収入  －   3,332    

３．その他  138 246 0.0 561 4,068 0.3 3,821

Ⅴ　営業外費用         

１．支払利息  962   2,034    

２．社債利息  －   574    

３．社債発行費  －   1,650    

４．新株発行費  －   262    

５．公開関連費  －   1,000    

６．棚卸資産除却損  －   8,230    

７．貸倒引当金繰入額  69   －    

８．為替差損  123   －    

９．その他  － 1,155 0.1 866 14,617 1.0 13,461

経常利益   33,429 3.3  117,911 8.5 84,482

Ⅵ　特別利益         

  １．固定資産売却益  ※２ －   1,588    

２．貸倒引当金戻入益  10,394 10,394 1.1 8,887 10,475 0.7 81

Ⅶ　特別損失         

１．本社移転費用  －   7,875    

２．ソフトウェア除却損  8,000 8,000 0.8 － 7,875 0.6 △124

税引前当期純利益   35,823 3.6  120,512 8.6 84,688

法人税、住民税及び事
業税

 530   530    

法人税等調整額  △6,304 △5,774 △0.5 28,264 28,794 2.0 34,569

当期純利益   41,597 4.1  91,717 6.6 50,119

前期繰越利益   －   41,597  41,597

当期未処分利益   41,597   133,314   
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売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　労務費  18,630 3.3    

Ⅱ　業務委託費  360,089 64.6    

Ⅲ　経費       

１．支払ロイヤルティー及
びライセンスフィー

 4,241     

２．通信費  73,827     

３．減価償却費  28,108     

４．その他  72,606     

経費合計  178,785 32.1    

売上原価  557,504 100.0  100.0  
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(3）利益処分案

利益処分案

  
前事業年度

　（平成16年5月期)
 

当事業年度
　（平成17年5月期)

 

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益   41,597  133,314

Ⅱ　利益処分額   －  －

Ⅲ　次期繰越利益   41,597  133,314
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法に基づく原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

貯蔵品

同左

仕掛品  

 　個別法による原価法　

３．固定資産の減価償却の方法 有形固定資産

(1）建物

　定額法（附属設備を除く）

有形固定資産

(1）　　　　　　同左

 (2）その他

　定率法

　なお、主な耐用年数は以下の通りであ

ります。

(2）　　　　　　同左

 建物　　　　　　　　　15年

工具器具及び備品　４～８年

 

 無形固定資産

　定額法

　ただし、自社利用ソフトウェアについて

は社内における利用可能期間に基づく定額

法によっております。

無形固定資産

　ソフトウェア（自社利用分)

　社内における利用可能期間に基づく定額

法によっております。

　

　営業権

　5年間の定額法

４．繰延資産の処理方法 ────── (1)新株発行費

　　支出時に全額費用処理

(2)社債発行費

　　支出時に全額費用処理　

 

５．引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

貸倒引当金

同左

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

　前期まで営業外費用の「その他」に含めて表示しており

ました「為替差損」は、当期に営業外費用の10／100を超

えることとなったため区分掲記することに変更しました。

なお、前期における「為替差損」の金額は15千円でありま

す。

　　　　　　　

 

──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成16年５月31日）

当事業年度
（平成17年５月31日）

※１　授権株式数及び発行済株式総数 ※１　授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 28,768株

発行済株式総数 普通株式 9,225株

授権株式数 普通株式 28,768株

発行済株式総数 普通株式 11,209株

※２　関係会社に対する資産及び負債 ※２　関係会社に対する資産及び負債

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているの

は次の通りであります。

　　　　　　　　＿＿＿＿＿＿＿＿

前渡金 27,500千円        

３　平成15年８月27日開催の定時株主総会において、資

本準備金315,514千円で欠損填補をおこなっておりま

す。

３　平成15年８月27日開催の定時株主総会において、資

本準備金315,514千円で欠損填補をおこなっておりま

す。

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成15年６月１日

至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次の通りであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次の通りであります。

役員報酬 29,312千円

給与及び手当 173,543千円

地代家賃 23,755千円

業務委託費 35,274千円

減価償却費 8,036千円

無形固定資産償却 555千円

役員報酬 31,370千円

給与及び手当 206,102千円

地代家賃 19,343千円

業務委託費 34,062千円

減価償却費 4,414千円

無形固定資産償却 －千円

　なお、販売費に属する費用の割合は３％、一般管理

費に属する費用の割合は97％であります。

　なお、販売費に属する費用の割合は2％、一般管理

費に属する費用の割合は98％であります。

※２　　　　　　　 ────── ※２　固定資産売却益の内容は次の通りであります。

　　　工具器具及び備品　　　　　　　　　1,053千円

　　　ソフトウェア　　　　　　　　　　　　534千円
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①　リース取引

前事業年度（自平成15年６月１日　至平成16年５月31日）及び当事業年度（自平成16年６月１日　至平成17年５

月31日）

　該当事項はありません。

②　有価証券

　前事業年度（自平成15年６月１日　至平成16年５月31日）及び当事業年度（自平成16年６月１日　至平成17年５

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

③　税効果会計

前事業年度
（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産  

税務上の繰越欠損金 111,305千円

貸倒損失 9,577千円

貸倒引当金 5,553千円

売上値引 3,255千円

一括償却資産 1,425千円

その他 5千円

繰延税金資産小計 131,122千円

評価性引当額 △94,501千円

繰延税金資産合計 36,621千円

繰延税金資産  

税務上の繰越欠損金 65,660千円

貸倒損失 10,676千円

貸倒引当金 1,935千円

一括償却資産 2,661千円

繰延税金資産小計 80,934千円

評価性引当額 72,578千円

繰延税金資産合計 8,356千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の内訳

法定実効税率 42.0％

住民税均等割額等 1.1％

交際費損金不算入額 5.7％

評価性引当額 △64.3％

その他 0.5％

税効果会計適用後の負担率 △16.1％

法定実効税率 40.6％

住民税均等割額等 0.4％

交際費損金不算入額 0.9％

評価性引当額 △18.1％

税効果会計適用後の負担率 23.8％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

１株当たり純資産額 59,211.55円

１株当たり当期純利益金額 4,509.20円

１株当たり純資産額 59,148.16円

１株当たり当期純利益金額 8,266.64円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権残高がありますが、当社株式は非上場で

あり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把

握できませんので記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権残高がありますが、当社株式は非上場で

あり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把

握できませんので記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

当期純利益（千円） 41,597 91,717

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

（うち利益処分による役員賞与金） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 41,597 91,717

期中平均株式数（株） 9,225 11,094

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

新株引受権１種類（新株引受権の目

的となる株式の数559株）及び新株

予約権１種類（新株予約権の数407

個）。

 

新株引受権１種類（新株引受権の目

的となる株式の数486株）及び新株

予約権１種類（新株予約権の数705

個）。
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

１．平成16年６月22日付で第２回新株引受権付社債に係る

新株引受権の行使により、株式数、資本金及び資本準備

金が次のとおり増加致しました。

株式数　　　　 1,984株

資本金　　　　12,400千円

資本準備金　　12,648千円

　平成17年６月13日及び平成17年６月21日開催の取締役会

において、下記のとおり新株式の発行を決議し、平成17年

７月11日に払込が完了いたしました。

　この結果、平成17年７月12日付で資本金は724,875千円、

発行済株式総数は13,209株となっております。

　これにより、平成16年６月22日現在の発行済株式の総

数は、11,209株、資本金は512,375千円、資本準備金は

17,302千円となっております。

２．財務諸表提出会社は平成16年７月14日に第１回無担保

社債を次のとおり発行しております。

第１回無担保社債

(1）発行総額　　100,000千円

(2）発行価額　　額面100円につき金100円

(3）利率　　　　年0.7％

(4）払込期日　　平成16年７月14日

(5）償還期限　　平成19年７月13日

(6）資金使途　　運転資金

①　募集方法 ：一般募集

(ブックビルディング方式に

よる募集)

②　発行する株式の種類及

び数

：普通株式　　　 2,000株

③　発行価格 ：１株につき 　300,000円

一般募集はこの価格にて行いました。

④　引受価額 ：１株につき 　275,100円

この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払

込金として受取った金額であります。

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受

人の手取金となります。

⑤　発行価額 ：１株につき　　212,500円

(資本組入額　 106,250円)

⑥　発行価額の総額 ：　　　　　　425,000千円

⑦　払込金額の総額 ：　　　　　　550,200千円

⑧　資本組入額の総額 ：　　　　　　212,500千円

⑨　払込期日 ：平成17年７月11日

⑩　配当起算日 ：平成17年６月１日

⑪　資金の使途 ：設備投資及び借入金の返済

に充当する予定であります。
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７．役員の異動

（１）代表者の移動

　　　該当事項はありません。

 

（２）その他役員の移動

　　　該当事項はありません。

 

（３）監査役の移動

　　　該当事項はありません。
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